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USAID の凍結と見直しが対外支援に携わる
人々の間に激震を走らせた最中、「被援助国に自
立する気がないのならば、支援の意味がないので
はないか」という趣旨の日本語ポストが X 上で多
くの「いいね」を得た。
USAID（米国国際開発庁）とは、ケネディ大統

領により設立された人道支援と開発援助を中心に
展開する機関で、アメリカのソフトパワーの一角
を構成してきた。アフリカやアジア、太平洋諸島、
ウクライナなどに対し、2023年には350億ドル超
を支出した。医療支援はその大きな部分を占めた。
しかし、第二期トランプ政権で「無駄の削減」
「透明化」「効率化」の呼びかけの下、2025 年 3
月に USAID のプログラムのうち約 83%が打ち切
られ、残りは国務省に移管された。対外支援にあ
たる人々には衝撃が走った。
これはトランプ政権のアメリカ第一主義だけが

原因ではない。その背景には、それまで対外援助
を行ってきた先進諸国の世論が対外支援に消極的
になってきたことがある。対外援助の予算は自国
のために使われるべきではないかという内向きの
指向が、アメリカに限らず支援する国々の多くで
共有されている。さらに、欧米諸国が国際秩序を
主導してきた時代から、新興国が存在感を増す時
代への国際社会の「地殻変動」と、民主主義国と
権威主義国、グローバルノースとサウスといった
新たな分断線が意識されるようになり、人々が幅
広い国々に支援することの説明を求めるようにな
ったことも影響している。
USAID は特にサハラ以南のアフリカを中心に、

大きな医療支援を提供してきた。感染症に限って

もその内容は、HIV／エイズ対応、顧みられない
熱帯病（NTDs）対策、さらに新興感染症の早期
モニタリングと情報共有など、多岐にわたった。
これらのプログラムのほとんどが 2025 年 1 月に
凍結され、3 月には大幅見直しとなった。その影
響が現在じわじわと広がりつつある。
2026年 5月にコンゴで発生したとされるエボラ

出血熱は、USAID 解体の影響をクローズアップ
した。複数の専門家は、援助削減がエボラ出血熱
の検査・サーベイランス体制を弱体化させた可能
性を指摘している。また病への対応も滞りがみら
れ、WHO（世界保健機関）テドロス事務局長は、
緊急対応が後手に回っていることを警告した。
他にもマラリアやHIVなどへの対応が深刻な状

況に陥っている。アフリカ諸国は 2025 年 8 月の
アクラ保健主権サミットで、国内資源の動員や協
働調達、地域での医薬品やワクチン生産への投資
を確認した。ナイジェリアやエチオピアなどは、
このサミットに先立ち自国財源の拡充や医薬品生
産能力の強化を進めており、サミットで採択され
たアクラ・コンパクトはその方向性に沿うものと
なった。しかし多くの国々では、資金不足により
医療サービス縮小を余儀なくされているのが現状
である。
感染症対策とは、そもそも一国の自立では完結

しない営みだ。アフリカ諸国が外部支援への構造
的依存を問い直す必要に迫られているのは確かだ
が、一方で感染症拡散のリスクが高まっているこ
とを座視すべきではない。ウイルスや細菌は、ア
フリカ諸国が自立しているかどうかを気にかけて
動いてくれるわけではない。
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 ⼤統領）による違憲、違法
⾏為は、国⺠の信任を背反するものであり、憲法
守護の観点から受容することができない、重⼤な
違法⾏為である」。2025 年 4 ⽉ 4 ⽇、尹錫悦⼤統
領の弾劾訴追案を審判した憲法裁判所は、⼤統領
の罷免を宣告した。非常戒厳令が発布されてから、
122 ⽇目であった。⼤統領罷免が宣⾔された瞬間、
街頭では、歓声と悲鳴が同時に響き渡った。現⾏
の韓国憲政史において、これほど暗く、⻑い４か
⽉があっただろうか。  

12 ⽉ 14 ⽇に弾劾訴追案が国会で議決された後、
韓国は⼤統領弾劾をめぐって、弾劾賛成派と反対
派が激しく衝突した。独裁政権と闘った⺠主運動
陣営のみならず、⺠主主義を信頼する市⺠にとっ
て、尹錫悦⼤統領による戒厳令は明確な憲法違反
であり、違法⾏為であった。⺠主陣営の⾔論⼈ら
は、12 ⽉の非常戒厳令発布を、すでに権⼒を握る
者が、⾃らの権⼒をより拡⼤強化することを目的
とする⾃主クーデター（self-coup, coup from the 
top）であったと断罪した。弾劾賛成派である⺠
主野党は、非常戒厳令を共謀したことなどを理由
として、⼤統領代⾏を務める韓悳洙

ハ ン ド ク ス
 国務総理の弾

劾訴追案を国会通過させるなど、政治攻勢を強め
た。 
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 ⼤統領は、憲法裁判所の審判に際
して直接弁論を⾏い、「戒厳令発布の目的は、野
党による不正選挙とスパイの実態を国⺠に啓蒙す
ることにあり、警告的性格であった」と詭弁を繰
り返した。⼤統領が所属する保守与党は、⼤統領
⽀持と弾劾反対を叫び続けた。保守与党の扇動に
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 ⼤統領を熱狂的に⽀持する
市⺠は、弾劾反対のデモを続けた。弾劾反対派は
過激化し、⼀部⽀持者は、1 ⽉ 19 ⽇⼤統領拘束令
状を発布したソウル⻄部地⽅法院（裁判所）を襲
撃した。その様⼦は、まさに、2021 年⽶国連邦議
会襲撃事件を彷彿とさせ、韓国社会は衝撃を受け
た。⽀持者２名が弾劾反対を叫び、焼⾝⾃殺した。 
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 ⼤統領が宣布した非常戒厳令は、韓国の
⾃由⺠主主義を脅かす存在として野党陣営を糾弾
し、戒厳軍が発布した布告令は、国⺠による政治
活動と⾔論の⾃由を制限した。これに対して、憲
法裁判所は、罷免宣告⽂において、尹政権に対す
る野党の政治攻勢を認めつつも、政権と野党の政
治対⽴は「⺠主主義的原理に則って解消されるべ
き政治的問題」であると述べた。 

正しく、そうなのだ。いかに様々に社会が分断
されようとも、双⽅間での応酬が激化しようとも、
それらを解消する⼿段が⺠主主義的価値観を毀損
するものであってはならない。 
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 は、内乱⾸魁（⾸謀者）罪で刑事訴追さ
れ、今後裁判が本格化する。尹
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 政権は、「⺠
主主義の守護者」を掲げる価値外交を展開し、⽇
韓関係を正常化し、⽇⽶韓協⼒の強化にも寄与し
てきた。しかしながら、「⺠主主義の守護者」が
韓国⺠主主義を蹂躙した罪は、あまりにも重い。 
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これらのプログラムのほとんどが 2025 年 1 月に
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性を指摘している。また病への対応も滞りがみら
れ、WHO（世界保健機関）テドロス事務局長は、
緊急対応が後手に回っていることを警告した。
他にもマラリアやHIVなどへの対応が深刻な状

況に陥っている。アフリカ諸国は 2025 年 8 月の
アクラ保健主権サミットで、国内資源の動員や協
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このサミットに先立ち自国財源の拡充や医薬品生
産能力の強化を進めており、サミットで採択され
たアクラ・コンパクトはその方向性に沿うものと
なった。しかし多くの国々では、資金不足により
医療サービス縮小を余儀なくされているのが現状
である。
感染症対策とは、そもそも一国の自立では完結

しない営みだ。アフリカ諸国が外部支援への構造
的依存を問い直す必要に迫られているのは確かだ
が、一方で感染症拡散のリスクが高まっているこ
とを座視すべきではない。ウイルスや細菌は、ア
フリカ諸国が自立しているかどうかを気にかけて
動いてくれるわけではない。
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